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1. はじめに
　企業の社会的責任（以下 , CSR）については、学術だけでなく実務的にも注目されており、そ
の重要性が社会に浸透してきている。CSR を果たすことで、ステークホルダーからの社会的正
当性を獲得できるからである（奥村 , 1987, pp.185 -194）。それにも関わらず、製造業の品質・検
査データ不正（日産自動車やスバルなど）、粉飾決算や不正請求（ヤマト HD や東芝など）、そ
の他に談合や汚職・贈賄など企業不祥事の発生は枚挙にいとまがない。これらのケースでは、組
織的な CSR 推進体制が構築されている場合が多いにも関わらず、経営者の関与、従業員個々人
の関与、暗黙的慣行に従った組織的関与など多様な発生因によって不祥事を生じさせている。も
ちろん、このような負の側面だけでなく、企業は環境や社会課題の解決に寄与して持続可能な発
展にも貢献できる存在である。企業の社会貢献については、ISO26000SR、グローバル・コンパ
クト、SDGs（持続可能な開発目標）などが国際機関によって策定されており、世界的・地域的
にも正の影響を及ぼす企業活動が要請されている。
　しかし、学術・実務の双方から CSR 実践の主体と見なされるのは大企業であり、中小企業
の CSR への注目・関心は低い。実態経済に目を向けると、日本の企業数は約 421 万社である
が、そのうち大企業数は 1 万 2,000 社程度に過ぎず、中小企業の占める割合が 99.7% に達してい
る（中小企業庁 HP）1。中小企業は日本経済を支える重要な主体であり、政府・行政による支援
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政策や、学術的にも中小企業研究が活発化している。これとは対照的に中小企業の CSR 研究は、
不活発なだけでなく、わずかに見られる研究も大企業に倣って、CSR を制度化すべきという主
張に偏っているようである（矢口 , 2016）。
　筆者は、中小企業の CSR 研究を過少にして、その認識を誤解させる要因には、経営者の価値
観とリーダーシップ（以下 , LS）に基づき実践される「暗黙的 CSR」が看過されている点がある
と考えている。中小企業の CSR を捉えるには、経営者の LS 行動が CSR に及ぼす影響を考察す
る必要があるのである。とくに CSR を推進する経営者の「社会的に責任あるリーダーシップ」
（Socially Responsible Readership, 以下 , SRL）が、中小企業の CSR 実践には不可欠の要因にな
ると考えられる。中小企業の CSR は経営者の LS という属人的な性格に基づくため、現経営者の
下で CSR を果たしていたとしても、経営者の交代にともない CSR が後退する可能性もある。中
小企業では CSR の持続性も課題の１つになるのである。このことから筆者は、属人的な要素で
ある SRL を、先代から現経営者、そして後継者に承継することで中小企業の CSR の持続性が担
保されると考えている。
　このような問題意識に基づいて、本論文では、中小企業の CSR を推進する経営者の SRL と、
その承継に関する予備的な考察をして、中小企業の CSR の持続性を担保する試論を構築して今
後の研究の方向性を示したい。これが本論文の研究目的である。以下では、第１に、中小企業
の性質を規模やガバナンスとの関係から考察して、CSR を含めた企業行動には経営者が決定的
な役割を担うことを指摘する。第２に、2000 年代以降に議論され始めた CSR と LS の関係性を
問う研究、さらに LS も含めた事業承継研究をレビューして、CSR を視点とした中小企業、SRL、
事業承継の各研究領域における課題を明らかにする。最後に、中小企業の CSR において、それ
を推進する SRL の役割と、その持続性を担保する事業承継に基づく試論を構築して、今後の研
究の方向性を示していく。
2. 中小企業の性質と経営者のリーダーシップ
　中小企業の CSR を検討するうえで、中小企業の性質を考慮する必要がある。中小企業基本法
では、資本金と従業員数の側面から業種ごとにその定義をしており、いずれか一方を下回る企業
を中小企業と認識している（図表１）。また規模的な側面に加えて、株式所有や取締役会構成と
いったガバナンス2 の側面からも中小企業を捉える必要がある。多くの中小企業では、同族（家
族・親族）が企業を支配する同族企業に該当すると想定される。Villalonga and Raphael（2004）
によれば、同族企業とは、同族構成員とその代表であるオーナー経営者が、株式所有に基づいて
支配・経営する企業のことと定義される。さらに中小という規模的な特性もあって、経営者の
意思決定が決定的な影響力を有する。つまり彼の意思や価値観に基づく LS が、従業員への直接
的な影響を通して企業行動へと結実すると考えられる。そもそも LS とは、「集団機能により著
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しい何らかの継続的な、かつ積極的影響を与えるその集団成員の役割行動」であり、「一定の問
題（problem）が解決される過程にかかわりをもつ社会的行動」と定義されることから（三隅 , 
1978, p.44）、経営者が従業員の行動に継続的な影響を及ぼし、それが社会的な行動となって課題
を解決し組織としての成果を生じることになる。その成果には、経済的な側面もあれば、組織内
外の社会的な課題の解決も含まれると考えられる。
　さて、中小企業を同族企業と完全に見なして良いかが疑問となろう。このことについて、矢口
（2017）は、東日本大震災（以下 , 大震災）の被災３県（岩手・宮城・福島）に本社を擁する有
力企業について、企業規模、株式所有および経営者の状況を調査している（図表２）。有力企業
だとしても、その多くが中小企業（全 3,653 社のうち 3,569 社）に該当しており、同族企業割合
（95.2%）も極めて高い。なお同族による支配実態までは把握できないので、ここでは所有と経
営が表面的に一致する企業のみ同族企業として分類しているに過ぎず、実際には同族企業の比率
はさらに高まると想定される。このことから株式所有を背景とする経営者の LS が、中小企業の
行動を決定づけると考えられるのである。
　日本の大企業・上場企業では、経営者の在職年数は平均 7.1 年（半数以上が４年未満）と、一
定の任期に基づいて経営者が交代するため（東洋経済新報社 HP）、あらゆる企業行動が組織的
に制度化されている。経営者交代による組織的活動の停滞を回避する必要があるからである。ま
た、大企業の CSR は「明示的 CSR」として、CSR も組織に制度化されている。CSR 担当取締役
の設置、CSR 教育の実施、CSR 報告書の発行など、CSR の推進体制を構築して外部からの評価
を可能にしている。企業評価も含めて、明示的 CSR は何らかの経済的見返りを追求する戦略的
な取り組みであり、大企業で進む CSR 実践はこの傾向を強く表している。大企業では、CSR は
経営者の倫理観や価値観に基づくものではなく、制度化された取り組みとして組織的に機能する
仕組みの側面が強い。
　これに対して、中小企業の CSR は「暗黙的 CSR」で特徴づけられる。それは、経営者の価値
図表１：中小企業の規模的定義
業種分類 中小企業基本法の定義
製造業その他 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個人
卸売業 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人
小売業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人
サービス業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人
　　　　出所：中小企業庁 HP。
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観に基づいて果たされる CSR であり、制度化された戦略的な行為ではなく、非制度的で見返り
を求めない行為なのである 3。当該企業の社会貢献を喧伝するのではなく、経営者が企業の負う
責任を自覚して行う CSR であり、彼の価値観と LS によって牽引される。中小企業では、CSR
の制度化が不十分であるため、経営者の価値観それ自体が当該企業の CSR を形づくると考えら
れる。それゆえ暗黙的 CSR に依拠しなければ、中小企業の CSR 実践を的確に捉えられなくなる
（矢口 , 2016, p.60）。中小企業の CSR 研究が少ないことに加えて、中小企業でも制度化を促進す
べきという主張（輿村 , 2011; Cochet and Vo, 2012）が多いのは、暗黙的 CSR が認識されていな
いからだと考えられる。
　中小企業の暗黙的 CSR は、災害後のような有事の経営環境において際立ってくる。これにつ
いて矢口（2014）は、大震災後の被災地企業による事業継続、供給責任、雇用責任といった取り
図表２：岩手・宮城・福島県の企業規模とガバナンス（n=3,653）
               売 上
  高業種
分 類 項 目 合 計 ～ 5 億円 ～ 10 億円 ～ 25 億円 ～ 50 億円 ～ 100 億円 100 億円超
売上高別合計
中小企業 3,569 1,263 1,053 797 290 107 60
大企業 84 0 0 11 21 18 34
合計 3,653 1,263 1,053 808 311 125 94
同族企業数 3,477 1,228 1,006 763 288 111 81
同族比率 95.2% 97.2% 95.5% 94.4% 92.6% 88.8% 86.2%
建設・土木・
管工事など　
中小企業 1,070 488 327 194 48 8 5
大企業 0 0 0 0 0 0 0
同族企業数 1,045 485 319 184 45 7 5
製造
中小企業 583 201 170 134 51 21 6
大企業 4 0 0 0 0 1 3
同族企業数 552 191 158 125 50 20 8
運輸・通信
中小企業 225 64 81 67 11 2 0
大企業 14 0 0 6 5 2 1
同族企業数 225 59 80 68 15 2 1
卸売・商社
中小企業 838 212 218 225 113 43 27
大企業 16 0 0 0 0 1 15
同族企業数 810 208 209 219 104 39 31
小売
中小企業 317 85 97 74 30 21 10
大企業 17 0 0 3 4 6 4
同族企業数 324 84 97 72 32 25 14
不動産
中小企業 115 48 36 24 6 1 0
大企業 2 0 0 0 0 1 1
同族企業数 105 41 34 22 5 2 1
サービス
（外食、IT、
リースなど）
中小企業 421 165 123 79 31 11 12
大企業 31 0 0 2 12 7 10
同族企業数 416 160 109 73 37 16 21
出所：矢口 , 2017, p.15 を加筆修正。
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組みを暗黙的 CSR の具現化として明らかにしている。また、中小企業の CSR には経営者の価値
観と LS がより大きな役割を持つようになる。大企業のように任期に基づいて交代するのではな
く、中小企業の経営者交代は事業承継を意味することになり、しかも家族・親族とくに子息を中
心に行われる 4。それゆえ現経営者の高齢化にともなう事業承継がほとんどであるため、その在
職期間は一般的に数十年に及ぶことも多い。長期間の在職期間のなかで、経営者の権威や LS の
影響力はますます高まり、CSR も含めた企業行動には、経営者の価値観や意思が直接的に現れ
てくると想定される。
3. 経営者の倫理に関連するリーダーシップ研究
　CSR の制度化は CSR 研究における主流であり、行動規範の策定と CSR 体制の構築、および
CSR 教育といった推進体制（久保田 , 2007; Yoon and Lam, 2013; 井上 , 2017）や、CSR 報告の在
り様や役割といった情報開示に関する研究が盛んに行われてきた 5。しかし、制度化に関する研
究対象は大企業に限定されており、中小企業は考察の範囲外であったようである。中小企業では
CSR の制度化が不十分だからであり、制度化のみに注目すると大企業だけしか考察の範疇に入
らなくなるからである。また、CSR の制度化では、経営者の LS に関する視点も看過されている。
もちろん、取締役会という経営体に注目する研究も見られるが、それらは役員の配置と権限、合
議体としての意思決定を問うているため（村田 , 2012; Shaukat et al., 2016）、特定個人の LS には
焦点が当てられていない。CSR と LS の関係性については研究蓄積の少ない領域だったのである。
しかし、近年では、CSR も含めて企業の倫理を推進する経営者の LS に関する研究が進展してき
ている。以下では、それら先行研究をレビューしていく。
3.1. CSR とリーダーシップ研究の萌芽
　LS とは、組織の成員に影響を及ぼす特定個人の役割行動であり、リーダーの行動がフォロワー
に作用して組織として何らかの成果を生じさせる。ミシガン研究とオハイオ研究を「双璧」とし
て展開される LS 研究では、組織の経済的な成果（生産性や業績など）との関係を主要な考察対
象としてきた。それゆえ、CSR や企業倫理という側面から、社会的な課題解決を志向する経営
者の役割や LS 行動については十分な考察が行われてこなかったようである。
　日本では、CSR と LS の関係性についての研究はほとんど存在せず、わずかに見られるもの
も CSR における LS の本質を問うたり、学術的な考察を試みていない。例えば、山中（2006）
は、CSR の推進には経営者の LS が必要であり、その形成には哲学が重要であると主張している
が、経営者の哲学に基づく LS と、それが CSR へと結実するプロセスを説明しておらず規範論的
な性格が強い。また、伊藤（2008）は、企業はミッションを持つべきであり、同時に経営者には
ビジョンを実現する LS を求めている。ビジョンを実践する経営者が「凛とした企業」たらしめ
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るのであり、そのような企業が CSR を果たせるのだという。しかし、伊藤の研究も経営者のあ
るべき理想像を論ずる規範論に留まっている。また、経営者による CSR の認識や見解が取り上
げられることもあるが（小林 , 2006 ; 日本能率協会編 , 2007）、これらは対話や事例紹介の域を出
るものではない。
　これに対して海外では、2000 年代初頭のエンロン・ワールドコム・ショック（以下 , エンロン
事件）を契機にして、CSR の制度化だけでなく、経営者のモラル（道徳・倫理）に注目が集まり、
モラルに焦点を当てた LS 研究が進展していく（小久保 , 2007, pp.23 -25）。企業の経済的な成果
だけではなく、企業倫理や CSR の側面も考慮した LS の社会性に関心が集まるようになったので
ある。とくに、オーセンティック・リーダーシップ（authentic leadership, 以下 , オーセンティッ
ク LS）、スピリチュアル・リーダーシップ（spiritual leadership, 以下 , スピリチュアル LS）、サー
バント・リーダーシップ（servant leadership, 以下 , サーバント LS）の３つの LS が注目される
ことになる。
　オーセンティック LS とは、「本物であり、独自的で、偽物ではない」LS のことである（Shamir 
and Eilam, 2005, p.396）。そして、リーダーは、組織内における個人の①自己認識と②内面的な
道徳性、③公平な情報処理、④フォロワーとの透明性ある関係を構築し、ポジティブな精神状態
と組織内の道徳的雰囲気を醸成していく存在と捉えられる（Mohammadpour et al., 2017, p.493）。
しかし、オーセンティック LS 研究は「哲学的な様相を呈して」おり、その概念的な特徴のみに
焦点が当てられ（小久保 , 2007, pp.25 -26）、CSR を導出する直接的な行動とは捉えられていない
ようである 6。またオーセンティック LS は、リーダーの全人格的要素を検討するため、CSR を
推進する LS それ自体を問うているわけではない。CSR に関する要素は、オーセンティック LS
の一部に過ぎないことから、CSR に正の影響を及ぼすかもしれないが、その LS 自体が全面的に
CSR を推進するわけではないと考えられる。
　ついでスピリチュアル LS である。そもそも “spirituality” とは、「霊性、精神性、崇高さ、高邁
な精神性」を意味する。スピリチュアル LS については、2008 年のリーマン・ショック後に倫理
観を欠いた「市場原理主義」への批判から関心が高まったという。この特性を企業経営に適用
することで、従業員が生きる意味や働く意味を認識し、「社会への貢献や天職感・使命感」を持
つことができるという。スピリチュアル LS 研究も徐々に進展しているものの、霊性や精神性と
いった要因は学術的ではないため、CSR を推進するリーダー像の考察には適さないと考えられる。
実際にスピリチュアル LS については、一般書では取り上げられるものの、社会科学としての学
術的研究は極めて少ないことが指摘される（戒野 , 2011, pp.31-32）。
　そしてサーバント LS は、1970 年に R. K. Greenleaf によって提唱された古典的な概念である。
サーバント LS は奉仕者としてリーダーを捉え、「利害関係者の要求に注意を向け、モラル的な
要素を持ち、自己犠牲的」に行動する LS である。倫理の要素が見られるものの、サーバント LS
の特徴は傾聴、共感、癒し、気づき、説得、概念化、洞察、奉仕の心などであり、CSR との直
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接的な関連性が不明確なのである（小久保 , 2007, pp.27-28）。サーバント LS に関する先行研究で
も、サーバント概念の探求や、従業員に奉仕する行動と従業員管理を問うなど（真田 , 2013 ; 豊
田 , 2017）、必ずしも CSR を推進する直接的なリーダー行動としては認識されていない。
3.2. CSR により接近する倫理的リーダーシップ
　オーセンティック LS、スピリチュアル LS、サーバント LS への関心が高まっているが、それ
らはリーダー自身の道徳や高潔さを問うことに限定されており、CSR を推進する LS を直接的に
想定しているわけではなかった。このことを踏まえ、以下では CSR とより直接的な関係を持つ
であろう「倫理的リーダーシップ」（ethical leadership, 以下 , 倫理的 LS）について検討していく。
倫理的 LS は、「個人活動と個人間関係を通した規範的で適合的な行動であり、双方向のコミュ
ニケーションや意思決定を通してフォロワーの行動を促進する」と定義される（Brown et al., 
2005, p.120）。ここから倫理的 LS とは、リーダーが倫理的な振る舞いを示し、その行為をフォロ
ワーが観察したり、両者間でコミュニケーションを取ることで、フォロワーの行動を倫理的なも
のに変容させる行為と解釈できる。倫理的 LS 研究も、エンロン事件後に盛んに議論されるよう
になっており、これに関する研究では以下のような特徴が見出される。
　第１に、倫理的 LS の概念を問う研究が見られる。例えば、Dion（2012）では、哲学的エゴイ
ズム（philosophical egoism）やカント哲学（Kantianism）など５つの倫理学理論を用いて倫理的
LS が有する哲学的背景を考察している。Dion によると、倫理的 LS は単一の背景ではなく、多
様な哲学的な思考を基礎にしており「道徳的な柔軟性」（moral ﬂexibility）があるという。また、
Kim ほか（2015）も、韓国における伝統的価値観を踏まえて倫理的 LS を哲学的に考察している。
自己修養・研鑽がもたらす倫理的なインテグリティが LS を発展させる前提条件であり、さらに
“Zhixin-Chijing” という精神と内的献身性を涵養する同国の伝統的リーダー観が、倫理的 LS との
間に共通する特徴であるという。Dion や Kim ほかの研究では、倫理的 LS の概念について、既
存の倫理学を応用したり、国・地域の伝統的な価値観に基づいた抽象的かつ形而上学的な考察が
行われている。
　第２に、他の LS との比較から倫理的 LS の特徴を考察する研究がある。例えば、Yasir and 
Mohamad（2016）は、オーセンティック LS とサーバント LS に加えて、さらにトランスフォー
メーショナル・リーダーシップ（transformational leadership, 以下 , 変革型 LS）と倫理的 LS を
比較考察している。前者の３つの LS 論では、リーダーの倫理性については、彼自身の道徳的価
値観に依存するという資質論に終始し、さらに倫理的側面は LS 行動の一部として認識されてい
るに過ぎないという。これに対して倫理的 LS に基づくリーダーは、公正で信頼できる人間行動
を通してフォロワーに影響を与える存在であり、倫理そのものを中核とする LS なのである。経
営者は倫理的 LS を実践して、その取り組みを組織内に示していくことが望ましいという。また、
Toor and Ofori（2009）も、同様のアプローチに基づいて、変革型 LS とトランザクショナル・
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リーダーシップ（transactional leadership, 以下 , 取引型 LS）との比較を行っている。変革型 LS
はフォロワーの態度や価値観を変化させるのに対して、取引型 LS は報酬と管理・強制によって
部下の行動を統制する LS と捉えられる。Toor and Ofori は、シンガポールの建設業を対象に調
査した結果、倫理的 LS は変革型 LS に対して正の影響を及ぼすという。企業が変革に直面した
際に、倫理的なリーダーは従業員をして通常以上の労力を厭わない姿勢や態度を醸成させるから
だという。また、倫理的リーダーは従業員との関係を経済的な取引や契約を超えるものと捉える
ため、倫理的 LS と取引型 LS 間には正の関係性が見られない。倫理的リーダーは、経済的な関
係を超えて従業員の意思や態度に影響を及ぼすことができるのだという。このように、異なる
LS との比較を通して倫理的 LS の特徴が抽出されている。
　第３に、倫理的 LS が従業員や組織に与える影響の考察である 7。例えば、Huhtala ほか
（2013）は、倫理的な企業には倫理的な経営者が存在するのかという問題意識に基づいて、フィ
ンランド企業を調査している。これによると、経営者が自身を倫理的であると評価するほど、当
該企業の組織文化もより倫理的な性質になる。リーダーが倫理的に行動するほど、従業員によ
る企業に対する認知とその行動が変容するからだという。また Huang and Paterson（2017）は、
職場内の倫理課題の発生に際して、倫理的 LS が従業員の意思決定に及ぼす影響力を考察してい
る。その際に「集団的倫理表明」（group ethical voice）という尺度を設定している。集団的倫理
表明とは挑戦し変化に挑む集団表現の形態であり、従業員個人や集団としての行動に反映され、
それが高まるほど企業をより倫理的にする。Huang and Paterson によると、倫理的 LS は、倫理
的な組織文化を醸成し集団としての倫理表明を促進することになるという。さらに、Zhu ほか
（2014）は、中国の観光関連企業調査から倫理的 LS を考察している。CSR への評価が高い企業
であれば、強い倫理的 LS が見られると想定されるが、実際には倫理的 LS の強弱とは関係はな
かった。組織的な CSR 推進体制が構築されているならば、経営者の倫理的 LS による CSR への
影響は極めて間接的になる。つまり倫理的 LS のみでは、CSR に及ぼす影響は限定的にならざる
を得ないのだという。このことは、大企業の CSR は経営者の属人的な性格に基づくのではなく、
制度化された組織的な活動（明示的 CSR）になるという「第２節」の見解とも整合的である。
3.3. 経営者の倫理に関連するリーダーシップ研究の論点
　上記から、エンロン事件を契機にして、LS 研究においても倫理の視点が見られるようになっ
ていた。すなわち、オーセンティック LS、スピリチュアル LS、サーバント LS であったが、こ
れらは直接的に企業の CSR を導くリーダーの行動特性というよりは、彼自身の道徳や高潔さを
問うことに限定されていた。つまり CSR や倫理に関しては、それぞれの LS を構成する一要因に
過ぎずに、LS が実際の CSR へと具現化してくることについては看過されている。
　それゆえ CSR に対して、より直接的に関連する倫理的 LS に注目することにした。倫理的 LS
は倫理そのものを中核要素とする LS 理論であり、経営者の倫理性、および組織とフォロワーへ
中小企業の CSR とリーダーシップに関する予備的考察（矢口義教）  183
の影響という２つの視点が含まれている。先行研究では、まず倫理的 LS の概念を探求する考察
があり、哲学や文化を援用して抽象的・形而上学的にその特徴が抽出されていた。ついで倫理的
LS の概念について、他の LS（変革型 LS と取引型 LS）との比較を通して、より具体的にその特
徴に迫ろうとする研究も見られた。とくに倫理的 LS は変革型 LS に正の関係を有することが指
摘されていた。そして、倫理的 LS のフォロワーへ与える影響については、リーダーが倫理的で
あるほど組織文化も倫理的になることを指摘する一方で、CSR が制度化されている企業では倫
理的 LS の CSR に与える影響は間接的になるという。
　このように先行研究では、倫理的 LS の概念や組織・従業員への影響を考察しているものの、
そのような LS が、従業員へどのような影響を及ぼして、社会的に責任ある企業行動を取らしめ
たのかを考察していない。また、その考察は主として大企業を対象としているようであり、中小
企業を意識した倫理的 LS 研究は見受けられない。このことは、倫理的 LS の CSR に及ぼす影響
の間接性を主張する Zhu ほか（2014）からも顕著に見られる。CSR と LS の関係性を問う研究で
は、中小企業におけるオーナー経営者の意思決定や価値観に基づく LS の役割が十分に考慮され
ていないのである（図表３）。
　
4. 中小企業における社会的に責任あるリーダーシップとその承継
4.1. 社会的に責任あるリーダーシップの概念と先行研究
　CSR では制度化に対する研究を中心としつつも、2000 年代初頭以降には、CSR と LS の関係
性も議論の対象になってきた。しかし、経営者の LS が CSR を推進して企業行動として具現化し
ていく視点や、経営者の影響力が大きい中小企業の考察が不十分なことも見て取れた。本来、経
図表３：CSR の視点（倫理や道徳）に関連するリーダーシップ研究
CSR の視点を含む
リーダーシップ論 研究の特徴
オーセンティック LS 
スピリチュアル LS 
サーバント LS
特徴１：企業不祥事を背景とした注目の高まり
特徴２：リーダー自身（属人的）の高潔さや道徳性を重視
課題１：倫理や CSR に関する視点は、各 LS の一要素として認識
課題２：LS の CSR 活動への結実・表出化については看過
倫理的 LS
特徴１：企業不祥事を背景とした注目の高まり
特徴２：倫理そのものを LS の中核的要素と認識
特徴３：哲学や倫理学の側面から倫理的 LS 概念の考察
特徴４：他の LS 論との比較からの倫理的 LS 概念の考察
特徴５：倫理的 LS のフォロワーへ与える影響
課題１：倫理的 LS の CSR 活動への結実・表出化については看過
課題２：LS が重要な役割を担う中小企業の考察が看過
出所：筆者作成。
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営者の LS が CSR に及ぼす影響を考察するのには、中小企業こそ研究対象とすべきだと考えられ
る。以下では、中小企業の CSR を推進する経営者の LS と、その CSR の持続性を担保する事業
承継について検討し、中小企業における SRL とその承継に関する試論構築のための前提をつくる。
　本論文では、従業員を動員して企業の CSR を導く LS として「社会的に責任あるリーダーシッ
プ」（SRL）に注目する。SRL とは「社会関係資本、および究極的には持続的な事業活動と公益
の双方の構築に貢献する」行動と定義される（Maak, 2007, p.329）。すなわち、事業を通してよ
り良いコミュニティ構築へ貢献しつつ、最終的に当該企業と社会全体の発展を両立できるよう
に企業行動を導く LS のことである。社会的に責任あるリーダーが、CSR の制度化の有無に関係
なく、その個人的な価値観や理念によって CSR を牽引していく。例えば、松下幸之助の「水道
哲学」や、Jonson & Jonson 社の３代目経営者 R.W. Jonson の「我が信条」（Our Credo）といっ
た理念は、CSR を実現させる強いリーダーの意志であり SRL の片鱗を見ることができる 8。社会
的に責任ある企業は、社会的に責任あるリーダー無くしては誕生しえないし（Godos-Diez et al., 
2011）、企業が CSR をつねに実践するためには、SRL の恒常的な存在が必要だと考えられる。実
際に経営者の意思が、CSR の範囲（株主だけか、それともステークホルダー全体を対象とする
のか）を決定する際に重要になることも指摘されている（Waldman and Siegel, 2008, p.120）。
　若干ながら SRL に関する先行研究も見られる。例えば、「合理的利己主義」（rational egoism）
という尺度を用いて、リーダーの意思決定を考察する Miska ほか（2014）の研究がある。これ
によると、金銭・物質的な誘因は経営者をしてステークホルダー全体の利害を満たすよう行動さ
せるには十分ではない。社会への価値や「本物であること」（authenticity）といった経営者の認
識こそが、SRL を発揮するモチベーションになるという。また Arishi ほか（2018）は、経営者
による SRL が従業員の離職意思の低下に作用すると指摘している。SRL を発揮する経営者に率
いられた企業では、従業員の在職期間の長期化を促進することから、結果的にその競争力強化に
結実するという。さらに変革型 LS と取引型 LS との比較考察を行う Groves and LaRocca（2011）
の研究もある。社会的に責任あるリーダーは、①社会利害を優先させるステークホルダー価値と、
②企業利益を考慮する経済的価値の２つの価値観を有している。前者には変革型 LS、後者には
取引型 LS の特徴が関係してくるのであり、SRL には変革型と取引型の双方の LS の特徴が内包
されていることを指摘している。
　このように SRL 研究は、概念的特徴、従業員への影響、他の LS との比較について研究されて
きた。しかし先行研究では、中小企業において、経営者の LS が従業員に影響を及ぼして暗黙的
CSR として具現化すること、さらに SRL が事業承継を通して受け継がれること、すなわち中小
企業の CSR の持続性の視点を見ることができない。このことから、経営者の LS（SRL）、暗黙的
CSR、事業承継の観点から中小企業の CSR を考察することには、高い学術的な独自性があると
考えられる。以下では、事業承継に関する先行研究を整理した後に、中小企業における SRL と
その承継に関する試論を構築していく。
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4.2. 事業承継の先行研究と社会的に責任あるリーダーシップ
　中小企業では、経営者の LS が組織を動かすのに決定的な役割・影響力を有しており、そのこ
とは CSR においても同様であろう。中小企業の行動は経営者の属人的な性格や資質に依存せざ
るを得ない。それゆえ中小企業の持続的 CSR のためには、経営者の交代後において、次代の経
営者も SRL を発揮することが必要になる。多くの中小企業では、事業承継は子息を中心に行わ
れるため、とくに親子間における SRL の世代間承継が大きな課題になってくると考えられる。
　一般的に事業承継は、中小企業の持続性に関する重要課題の１つとして認識されている。実際
に、毎年約 20 万社に及ぶ中小企業が事業承継困難のために廃業に追い込まれている現状がある
（『日本経済新聞朝刊』2015 年１月 26 日）。そして事業承継に関しては、多様な調査・研究や事
例・実務報告が行われており、それらはハードとソフトの２つの側面に整理することができる。
ハードとは、事業承継に関連する諸制度（法制や税制など）、外部からの支援策、所有や支配を
めぐるガバナンスなど、とくにモノ・カネ・情報に関する側面のことを示している。これに対し
てソフトとは、ヒトに関する側面であり、とくに事業を承継する後継者の養成が中心的な課題に
なってくる。
　そして、事業承継に関する先行研究をこれらの側面から整理すると、まずハードに関して
は、①事業承継の事前準備や計画策定（Donald, 1997; 河原 , 2018）、②株式・財産の相続と税
制（Burpee et al., 2001; 山下・生田 , 2017）、③事業承継後の企業支配（新村 , 2016; 後藤 , 2017）、
④承継危機を救済する M&A の活用（Mickelson and Worley, 2003; 上田 , 2017）、⑤金融機関や経
営コンサルタントによる事業承継支援（Sinkin and Putney, 2013 ; 伊東・川畠 , 2017）など多様な
研究が行われており、研究蓄積の進展を見て取ることができる。
　ソフト（ヒト）に関しては、日本では経営理念を受け継ぐべきだとか、それを受け継ぐ覚悟を
指摘する実務事例・報告に終始していて学術的な研究は見受けられない（中村 , 2009; 星野・石
坂 , 2016）。これに対して海外では、同族企業の事業承継において LS の視点が含まれるケースも
見られる。例えば、Longenecker and Schoen（1978）は、子息へ事業承継する７つの段階（①入
社前、②パートタイム勤務、③フルタイム勤務、④固有職能の習得、⑤管理者職能の習得、⑥事
業承継：早期、⑦事業承継：成熟期）を提示し、後継者をリーダーの地位に円滑に就任させるこ
との重要性を指摘している。円滑な経営者への就任は、後継者が経営者として LS を発揮するた
めにも重要になるという。Bozer ほか（2017）も、親子間承継におけるリーダー地位への円滑な
承継を問うている。その実現には、家族内の結束の重要性や、従業員を中心とするステークホル
ダーの理解や承認が必要になるという。
　このように事業承継に関しては、ハードに関する研究が中心であるのに対して、後継者育成と
いうヒトの側面に関しては研究蓄積が少ない状況にある。さらに LS に注目すると、リーダーと
しての地位の確立に考察が限定されており、その LS における先代経営者の価値観や行動の反映
はもちろんのこと、経営者の SRL についても看過されている。それゆえ中小企業を対象として、
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先代経営者と現経営者間における SRL の承継を考察することは、ソフトに注目するものであり、
事業承継および中小企業 CSR 研究の研究蓄積を補うことになる。さらに、経営者の SRL に基づ
いて事業承継を研究することは、CSR と LS の関係性に新たな視点を付与できる（図表４）。ま
た逆説的になるが、CSR と LS が事業承継における重要な要素の１つになることも示せると考え
ている。
　5. むすびにかえて
　本論文では、中小企業の CSR を推進する経営者の SRL とその承継について、予備的な考察を
行い、中小企業の CSR の持続性を担保する試論の構築を研究目的とした。以下では、本論文の
内容をまとめるとともに、この試論と今後の課題を提示してむすびにかえたい。まず、中小企
業の CSR 推進における経営者の LS を考察する前提として、中小企業それ自体の性質を考察し
た。中小企業は同族企業であるため、経営者の LS がその行動に大きな影響を及ぼす。長期間に
及ぶ在職期間は彼の LS を強固にし、最終的には子息を中心に家族・親族へと事業承継されてい
く。また中小企業の CSR は暗黙的 CSR であるため、CSR においても経営者の LS に依存せざる
を得ないことが示された。
　ついで、CSR と LS に関する先行研究をレビューした。CSR 研究の主流は制度化に関するも
のであり、大企業を対象として組織的な CSR 推進体制と CSR 報告が考察されていた。それゆえ、
中小企業の CSR への認識が不十分になり、かつ CSR を推進するヒトやその LS の視点が看過さ
れてきた。このことを踏まえて、経営者の LS に関する CSR 研究のレビューを行った。エンロン
事件後には、オーセンティック LS やサーバント LS などに注目が集まったが、これらの LS では
CSR 要因はその一部に過ぎないため、倫理を中心的要素として捉える倫理的 LS に注目した。そ
こでは、その概念や組織・従業員への影響が考察されているものの、倫理的 LS の CSR 行動への
結実については看過されていた。なお、これら倫理や CSR に関する LS 研究は、主として大企業
を想定しているようであった。
図表４：事業承継に関する先行研究と本論文の位置づけ
先 代 経 営 者
現 経 営 者
事
業
承
継
ハードに関連 ソフトに関連
・計画策定
・税制
・法制度
・ガバナンス
・承継支援
・M&A活用
経営者の
SRLの承継
研
究
蓄
積
：
多
研
究
蓄
積
：
少 CSRとLS研
究における
独自性
先行研究 本論文
出所：筆者作成。
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　そして本論文では、SRL が従業員を動員して実際の CSR を推進する LS になると捉えた。SRL
は企業と社会の双方の発展を目指す LS であり、その存在なくしては社会的に責任ある企業行動
を取ることができない。しかし、SRL 研究においても、SRL が CSR 活動をどのように具現化さ
せているのかが看過されていた。また中小企業の暗黙的 CSR とその持続性において、SRL の恒
常的な存在が重要となるにも関わらず、SRL の承継という視点も見られない。これに加えて事業
承継については、制度や支援策などハードに関するものが多く、LS も含めたヒトの側面に関す
る研究蓄積が少ないことも明らかになった。
　それゆえ中小企業の CSR では、暗黙的 CSR の視点を通して、経営者の価値観と理念に依拠し
た SRL に注目する必要がある。現経営者の SRL には、先代経営者の理念や価値観、そして LS
が反映されていると推察される。なぜなら先代経営者の取り組みを、後継者は子息として見聞
き・体験しているため、それが現経営者の行動にも反映されると考えるからである 9。現経営者
が SRL を発揮することで、平時・有事を通して地域社会に対する CSR が果たされるのである。
そして、現経営者の SRL を子息を中心とする次代経営者へと承継していくことで、社会的に責
任ある企業行動（暗黙的 CSR）の持続性が担保される。このようにして、中小企業の持続的な
CSR を可能にする SRL とその承継に関する試論を構築することができる（図表５）。
　今後は、CSR に取り組む中小企業の経営者や従業員双方へのヒアリング調査を実施していく。
従業員というフォロワーも調査対象とするのには、彼らをして経営者の SRL がどのように認識・
受容されて、CSR として具現化しているのかを明らかにする必要があるからである。また、暗
黙的 CSR は自然災害の発生後に見られることが多いため、大震災、北海道胆振東部地震、西日
本豪雨の被災地において、地域社会の維持に重要な役割を果たした被災地企業への調査を進める
ことが有益であろう。さらに調査対象については、現経営者が２代目以降であること、すなわ
ち事業承継を経験した企業であることも前提になってくる。このような条件の下に中小企業の
CSR を考察していくことで、この試論を修正・精緻化して、より精確な中小企業 CSR の持続性
と SRL に関する枠組みを構築していきたい。
図表５：中小企業の CSR の持続性に関する試論
中 小 企 業 の C S R
先代経営者の理念・価
値観とリーダーシップ
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現経営者
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会
的
に
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任
あ
る
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ー
ダ
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プ
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反映
行動 承
継
                                                     出所：筆者作成。
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【注】
1  この数値は 2006 年時点の企業数である。なお、2014 年の最新版の企業統計によると企業数は 409 万 8,284 社へ
と減少している（日本統計協会 HP）。
2  佐久間（2003）によると、コーポレート・ガバナンスは「企業支配論の延長線上」に位置づけられる。企業に
おける①経営者の任免権限や②最高意思決定権限という企業支配に加えて、ガバナンスの議論では③経営者へ
の監視システムが加わるという。
3  明示的 CSR と暗黙的 CSR の詳細については、Matten and Moon（2008）を参照のこと。
4  近年では、中小企業でも親族外の事業承継が増加傾向にあるものの、依然として事業承継の中心は経営者の子
息が主流のままである。詳細は義永（2014）を参照のこと。
5  CSR 報告については、情報の非対称性を踏まえたステークホルダーへの伝達の在り様（Michaels and Grüning, 
2017）、CSR 報告書発行による企業への経済的効果（Cho et al., 2015）、取締役会構成の多様化と CSR 報告の促
進状況（Rao and Tilt, 2016）などの研究がある。
6 オーセンティック LS が、CSR に及ぼす影響を考察する研究も若干ながら存在する。例えば、Carroll and 
Buchholtz（1999）の「CSR ピラミッド」に対して、オーセンティック LS の構成要素が及ぼす影響を問う Luo 
and Shi（2009）の研究がある。
7  Toor and Ofori（2009）でも従業員への影響が指摘されていたが、あくまで他の LS との比較がその考察の中心
であった。
8  水道哲学や我が信条の詳細については、松下（2001）や片山（2007）を参照のこと。
9  筆者は、大震災の被災地企業経営者へのヒアリング調査を実施してきた。２代目以降の経営者への調査では、
先代経営者の理念や LS について話しを聞くことが多かった。
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